
議案第４８号  

 

   専決処分の承認について 

 

 秦野市特定教育・保育及び特定地域型保育の利用者負担額等を定める条例の

一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処分したので承認を求める。 

 

  平成２８年６月６日提出 

 

秦野市長 古 谷 義 幸  

 

 

提案理由 

 子ども・子育て支援法施行令の一部改正により、秦野市特定教育・保育及び

特定地域型保育の利用者負担額等を定める条例の一部を早急に改正する必要が

あるため、地方自治法第１７９条第１項本文の規定に基づいて専決処分したの

で、同条第３項の規定により議会の承認を求めるものであります。 
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秦野市条例第２５号  

 

   秦野市特定教育・保育及び特定地域型保育の利用者負担額等を定 

める条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市特定教育・保育及び特定地域型保育の利用者負担額等を定める条例

（平成２７年秦野市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１備考中６を９とし、同表備考５中「２名以上の小学校３年生以下の

子どもがいる場合」の次に「又は養育里親等に養育等を受けている２名以上の

小学校３年生以下の子どもがいる場合」を加え、同表備考５を同表備考６とし、

その次に次のように加える。 

 ７ 備考６の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所

得割額が７７，１０１円未満の世帯に限る。）に２名以上の特定被監護者

等（支給認定子どもの保護者に監護される者その他これに準じる者として

規則で定める者であって、支給認定子どもの保護者と生計を一つにしてい

るものをいう。この表、別表第２及び別表第３において同じ。）がいる場

合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目の特定

被監護者等に係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額（その額に

１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、年齢の

高い順から３人目以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しな

い。 

 ８ 備考４、備考６及び備考７の規定にかかわらず、Ｄ１～Ｄ４階層及びＤ

５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯に限る。）にお

ける備考３各号のいずれかに該当する世帯に２名以上の特定被監護者等が

いる場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目

以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 別表第１備考中４を５とし、３の次に次のように加える。 

 ４ Ｄ１～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未

満の世帯に限る。）における備考３各号のいずれかに該当する世帯の支給

認定子どもに係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額（その額に

１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

 別表第２備考中５を８とし、４を７とし、３を４とし、その次に次のように

加える。 
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 ５ 備考４の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ２階層及びＤ３階層（市町村民税所

得割額が５７，７００円未満の世帯に限る。）に２名以上の特定被監護者

等がいる場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２

人目の特定被監護者等に係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額

（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）と

し、年齢の高い順から３人目以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、

賦課しない。 

６ 備考２、備考４及び備考５の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５

階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯に限る。）におけ

る別表第１備考３各号のいずれかに該当する世帯に２名以上の特定被監護

者等がいる場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から

２人目以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 別表第２備考中２を３とし、１の次に次のように加える。 

２ Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満

の世帯に限る。）における別表第１備考３各号のいずれかに該当する世帯

の支給認定子どもに係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額（そ

の額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

 別表第３備考中２を５とし、１を２とし、その次に次のように加える。 

３ 備考２の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ２階層及びＤ３階層（市町村民税所

得割額が５７，７００円未満の世帯に限る。）に２名以上の特定被監護者

等がいる場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２

人目の特定被監護者等に係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額

（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）と

し、年齢の高い順から３人目以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、

賦課しない。 

４ 備考１から備考３までの規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層

（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯に限る。）における別

表第１備考３各号のいずれかに該当する世帯に２名以上の特定被監護者等

がいる場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人

目以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 別表第３に備考１として次のように加える。 

１ Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満

の世帯に限る。）における別表第１備考３各号のいずれかに該当する世帯
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の支給認定子どもに係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額（そ

の額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （秦野市社会福祉施設入所等の費用の徴収等に関する条例の一部改正） 

２ 秦野市社会福祉施設入所等の費用の徴収等に関する条例（昭和６２年秦野

市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  別表備考中８を１１とし、７を１０とし、同表備考６中「備考３第１号」

を「備考５第１号」とし、同表備考６を同表備考９とし、同表備考５中「備

考３」を「備考５、備考６若しくは備考７」とし、同表備考５を同表備考８

とし、同表備考４を同表備考５とし、その次に次のように加える。 

  ６ 備考５の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ２階層及びＤ３階層（市町村民税

所得割額が５７，７００円未満の世帯に限る。）に２名以上の特定被監

護者等（小学校就学前の児童の扶養義務者に監護される者その他これに

準じる者として規則で定める者であって、小学校就学前の児童の扶養義

務者と生計を一つにしているものをいう。この表において同じ。）がい

る場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目

の特定被監護者等に係る徴収金額は、この表の額の２分の１の額（その

額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、

年齢の高い順から３人目以降の特定被監護者等に係る徴収金額は、賦課

しない。 

  ７ 備考３、備考５及び備考６の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４階層及びＤ

５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯に限る。）に

おける別表備考３各号のいずれかに該当する世帯に２名以上の特定被監

護者等がいる場合において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順

から２人目以降の特定被監護者等に係る徴収金額は、賦課しない。 

  別表備考３中「支給認定子どもの保護者」を「小学校就学前の児童の扶養

義務者」に、「利用者負担額」を「徴収金額」に改め、同表備考３を同表備

考４とし、同表備考２の次に次のように加える。 

  ３ Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未

満の世帯に限る。）における次の各号のいずれかに該当する世帯の小学
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校就学前の児童に係る徴収金額は、この表の額の２分の１の額（その額

に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

   (1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６

条第１項又は第２項に規定する配偶者のない者で、現に児童を扶養し

ているものの世帯 

   (2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定に

より身体障害者手帳の交付を受けた者の属する世帯 

   (3) 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）

に基づき療育手帳の交付を受けた者の属する世帯 

   (4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第 

１２３号）第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けた者の属する世帯 

   (5) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４

号）に基づく特別児童扶養手当の支給対象児の属する世帯 

   (6) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に基づく国民年金の障害

基礎年金等の受給者の属する世帯 

   (7) 扶養義務者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困

窮していると認められる世帯 
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議案第４８号 秦野市特定教育・保育及び特定地域型保育の利用者負担額等を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

新 旧 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

（略） 
 

（略） 
 

備考 備考 

 １－３ （略）  １－３ （略） 

４ Ｄ１～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が 

７７，１０１円未満の世帯に限る。）における備考３各号の

いずれかに該当する世帯の支給認定子どもに係る利用者負担

額は、この表の額の２分の１の額（その額に１００円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

 

５ （略） ４ （略） 

６ Ｃ～Ｄ１８階層における同一世帯に２名以上の小学校３年

生以下の子どもがいる場合又は養育里親等に養育等を受けて

いる２名以上の小学校３年生以下の子どもがいる場合におい

て、その子どものうち、年齢の高い順から２人目の子どもに

係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額（その額に

１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）

とし、年齢の高い順から３人目以降の子どもに係る利用者負

担額は、賦課しない。 

５ Ｃ～Ｄ１８階層における同一世帯に２名以上の小学校３年

生以下の子どもがいる場合において、その子どものうち、年

齢の高い順から２人目の子どもに係る利用者負担額は、この

表の額の２分の１の額（その額に１００円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てた額）とし、年齢の高い順から３

人目以降の子どもに係る利用者負担額は、賦課しない。 

７ 備考６の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層  
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（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の世帯に限

る。）に２名以上の特定被監護者等（支給認定子どもの保護

者に監護される者その他これに準じる者として規則で定める

者であって、支給認定子どもの保護者と生計を一つにしてい

るものをいう。この表、別表第２及び別表第３において同

じ。）がいる場合において、その特定被監護者等のうち、年

齢の高い順から２人目の特定被監護者等に係る利用者負担額

は、この表の額の２分の１の額（その額に１００円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、年齢の高い

順から３人目以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、

賦課しない。 

８ 備考４、備考６及び備考７の規定にかかわらず、Ｄ１～Ｄ

４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円

未満の世帯に限る。）における備考３各号のいずれかに該当

する世帯に２名以上の特定被監護者等がいる場合において、

その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目以降の

特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 

９ （略） ６ （略） 

  

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

（略） 
 

（略） 
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備考 備考 

 １ （略）  １ （略） 

 ２ Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が 

７７，１０１円未満の世帯に限る。）における別表第１備考

３各号のいずれかに該当する世帯の支給認定子どもに係る利

用者負担額は、この表の額の２分の１の額（その額に１００

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とす

る。 

 

 ３－４ （略）  ２－３ （略） 

５ 備考４の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ２階層及びＤ３階層

（市町村民税所得割額が５７，７００円未満の世帯に限

る。）に２名以上の特定被監護者等がいる場合において、そ

の特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目の特定被

監護者等に係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額

（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てた額）とし、年齢の高い順から３人目以降の特定被監護

者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 

６ 備考２、備考４及び備考５の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４

階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未

満の世帯に限る。）における別表第１備考３各号のいずれか

に該当する世帯に２名以上の特定被監護者等がいる場合にお

いて、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目
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以降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 ７－８ （略） ４－５ （略） 

  

別表第３（第３条関係） 別表第３（第３条関係） 

（略） 
 

（略） 
 

備考 備考 

１ Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が 

７７，１０１円未満の世帯に限る。）における別表第１備考

３各号のいずれかに該当する世帯の支給認定子どもに係る利

用者負担額は、この表の額の２分の１の額（その額に１００

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とす

る。 

 

 ２ （略） １ （略） 

３ 備考２の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ２階層及びＤ３階層

（市町村民税所得割額が５７，７００円未満の世帯に限

る。）に２名以上の特定被監護者等がいる場合において、そ

の特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目の特定被

監護者等に係る利用者負担額は、この表の額の２分の１の額

（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てた額）とし、年齢の高い順から３人目以降の特定被監護

者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 
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４ 備考１から備考３までの規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ４階層

及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１円未満の

世帯に限る。）における別表第１備考３各号のいずれかに該

当する世帯に２名以上の特定被監護者等がいる場合におい

て、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から２人目以

降の特定被監護者等に係る利用者負担額は、賦課しない。 

 

 ５ （略） ２ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

 （秦野市社会福祉施設入所等の費用の徴収等に関する条例の一

部改正） 

 

２ 秦野市社会福祉施設入所等の費用の徴収等に関する条例（昭

和６２年秦野市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

  別表備考中８を１１とし、７を１０とし、同表備考６中「備

考３第１号」を「備考５第１号」とし、同表備考６を同表備考

９とし、同表備考５中「備考３」を「備考５、備考６若しくは

備考７」とし、同表備考５を同表備考８とし、同表備考４を同

表備考５とし、その次に次のように加える。 

 

  ６ 備考５の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ２階層及びＤ３階層  
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（市町村民税所得割額が５７，７００円未満の世帯に限

る。）に２名以上の特定被監護者等（小学校就学前の児童

の扶養義務者に監護される者その他これに準じる者として

規則で定める者であって、小学校就学前の児童の扶養義務

者と生計を一つにしているものをいう。この表において同

じ。）がいる場合において、その特定被監護者等のうち、

年齢の高い順から２人目の特定被監護者等に係る徴収金額

は、この表の額の２分の１の額（その額に１００円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、年齢の

高い順から３人目以降の特定被監護者等に係る徴収金額

は、賦課しない。 

  ７ 備考３、備考５及び備考６の規定にかかわらず、Ｃ～Ｄ

４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が７７，１０１

円未満の世帯に限る。）における別表備考３各号のいずれ

かに該当する世帯に２名以上の特定被監護者等がいる場合

において、その特定被監護者等のうち、年齢の高い順から

２人目以降の特定被監護者等に係る徴収金額は、賦課しな

い。 

 

  別表備考３中「支給認定子どもの保護者」を「小学校就学前

の児童の扶養義務者」に、「利用者負担額」を「徴収金額」に

改め、同表備考３を同表備考４とし、同表備考２の次に次のよ

うに加える。 
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  ３ Ｃ～Ｄ４階層及びＤ５階層（市町村民税所得割額が 

７７，１０１円未満の世帯に限る。）における次の各号の

いずれかに該当する世帯の小学校就学前の児童に係る徴収

金額は、この表の額の２分の１の額（その額に１００円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

 

   (1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第 

１２９号）第６条第１項又は第２項に規定する配偶者の

ない者で、現に児童を扶養しているものの世帯 

 

   (2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第 

１５条の規定により身体障害者手帳の交付を受けた者の

属する世帯 

 

   (3) 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児

第１５６号）に基づき療育手帳の交付を受けた者の属す

る世帯 

 

   (4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）第４５条の規定により精神障害者保

健福祉手帳の交付を受けた者の属する世帯 

 

   (5) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年

法律第１３４号）に基づく特別児童扶養手当の支給対象

児の属する世帯 

 

   (6) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に基づく国

民年金の障害基礎年金等の受給者の属する世帯 
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   (7) 扶養義務者の申請に基づき、生活保護法に定める要保

護者等特に困窮していると認められる世帯 
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